
○ 公務員を含む支給対象者は、原則として、基準日（平成26年１月１日）時点の住所地の市町村
（特別区を含む。以下同じ。）に対して、支給の申請を行う。

○ 申請を受け付けた市町村は、児童手当（特例給付を含む。以下同じ。）の受給状況、平成25年の
所得、臨時福祉給付金の受給資格等について審査の上、地域住民（公務員を含む。）に一元的に支
給を行う。

支給手続

○ 市町村における円滑な事務実施のため、公務員分の児童手当を支給する所属庁において、主に以
下の事務を実施。

子育て世帯臨時特例給付金の支給対象となり得る職員に対して、

１．基準日における平成26年１月分の児童手当の受給状況（注）に係る証明書を交付

（→証明書の交付を受けた職員は、申請書に当該証明書を添付して市町村へ申請）

（注）平成２６年１月１日生まれの児童を養育している場合は、当該児童に係る平成２６年２月分の児童手

当の受給状況を含む。

２．公務員用の全国統一の申請書様式を配布

３．基準日時点に住所を有する市町村へ申請を行うよう勧奨。

公務員の支給対象者所属庁で実施する事務の概要

・各市町村は、公務員の児童手当の受給状況を把握していない。
・各市町村では、公務員に個別に申請勧奨する手段がない。

子育て世帯臨時特例給付金の支給手続と公務員分の児童手当を支給する所属庁における事務



１．証明書交付事務

（１）証明事項

○ 次ページの「公務員児童手当（特例給付）受給状況証明書」様式記載事項のとおり。
（受給者）
氏名、性別、生年月日、住所、配偶者の有無、配偶者の氏名、児童手当の支給区分（児童手当か特例給付か）
及び児童手当支払金融機関
（対象児童）
氏名、続柄、生年月日、同居・別居の別及び住所又は住所地の市町村名

○ 証明書に代えて、「児童手当・特例給付受給者台帳」の写しを活用することも可能。

（２）証明時点
証明を行う時点は、基準日である平成２６年１月１日現在とし、平成２６年１月分の児童
手当の受給状況について証明。
・ 証明書交付時点ではなく、あくまで基準日時点の状況を証明
・ 基準日以後に退職した者についても、基準日時点の所属庁において証明することが必要
・ 平成26年１月１日生まれの児童を養育している場合は、当該児童に係る平成26年２月分の児童手
当の受給状況についても証明

（３）証明者
児童手当の認定権者（認定権限を委任している場合は、委任を受けている者）

（４）証明書の交付時期
各所属庁で準備ができ次第交付。ただし、４月異動が多いことを考慮すれば、平成25年度

内に交付することが望ましい。

この他、証明事項に関する申請先市町村からの照会に対応。



（※）ゆうちょ銀行を利用している場合は、振込用の店名・預金種目・口座番号（７桁）を記載

　　　　　　　　　　　公務員児童手当（特例給付）受給状況証明書（平成26年１月１日現在）　　　　　　　　

受

給

者

（フリガナ）

住所

〒　　　-　　　

区分
（平成26年1月分の
児童手当について）

児童手当 所属庁氏 名

配偶者
の氏名

性別 男・女 生年月日

明治

大正
昭和

平成

・ ・
配偶者
の有無 有 ・ 無

（フリガナ）

住所又は住所地の市町村名（受給者と同居の場合は省略可）

平成 ・

児

童

氏　　名 続　柄 生　年　月　日
同居・別居

の別

・ 同 ・ 別

平成 ・ ・ 同 ・ 別

平成 ・ ・

平成 ・ ・

金融機関
コード

金融機関名
口座番号

（右詰めでお書きください）
（フリガナ）

平成 ・ ・ 同 ・ 別

平成 ・

支店コード ２当座

　上記の者は平成２６年１月分の児童手当（特例給付）受給者であり、
平成２６年１月１日現在の受給状況は記載事項のとおりであることを証明します。

証　明　事　務　担　当　者

平成２６年　　月　　日

備考

口座名義

１．銀行
２．金庫
３．信組
４．信連

５．農協
６．漁協
７．信漁連

本・支店

出張所 １普通児童手当
支払金融機関

（※）

支店名

（別紙様式１）

担当課
（室）・
担当係

　　　証明者　　　　　　印 電話番号

分類

・ 同 ・ 別

同 ・ 別

同 ・ 別

特例給付 附番

※平成26年１月１日生まれの児童につい
ては、児童欄に氏名等を追記した上で、

備考欄に「○○（氏名）については、平成

26年２月分の児童手当の対象児童と
なっている」と記載。



子育て世帯臨時特例給付金の支給対象者となり得る職員に対して、以下の事項を周知しつつ、基準

日時点の住所地の市町村へ申請を行うよう勧奨する。

○ 給付金の支給対象者の範囲（基本情報）

○ 平成26年度分の市町村民税（均等割）が課税されていない者（その者に扶養されている児童を含

む。）については、子育て世帯臨時特例給付金の対象ではなく、臨時福祉給付金の対象となり、別

の申請が必要であるため注意すること

○ 給付金の申請は、基準日である平成26年１月１日時点の住所地の市町村に対して行うこと（基準

日以後に市町村を異にして転居をした場合でも、基準日時点の住所地の市町村へ申請すること）

○ 給付金の申請受付開始日は市町村ごとに異なり、その申請期限は原則として申請受付開始日から

３か月となるため、申請先となる市町村のホームページや厚生労働省のホームページにより申請受

付開始日を確認すること

○ 給付金の申請は公務員統一申請書様式により行い、申請書には所属庁が交付した証明書を必ず添

付すること

○ 所属庁が交付した証明書は子育て世帯臨時特例給付金の申請時まで大切に保管すること

○ 公務員児童手当受給者が給付金の申請を行った市町村から証明書の記載事項について照会があっ

た場合は、証明書の記載事項の範囲内で回答するのでご承知置きいただきたいこと

２．申請勧奨（支給対象となり得る職員への周知事項）



○ 公務員の子育て世帯臨時特例給付金の申請に当たっては、所属庁による申請勧奨を確実に行う

ことや申請先の市町村の円滑な事務実施を図る観点から、公務員用の全国統一の申請書様式を定め、

所属庁から支給対象となり得る所属職員にその様式を配布し、これを用いて申請を行うこととする。

○ 統一申請書様式（案）は次ページのとおり。

３．公務員統一申請様式の配布



（裏面）（表面）



平成26年１月１日の所属庁

所属職員に対する児童手当支給事務担当課（室）

児童手当
受給状況
証明書

公務員統一
申請書様式

① 基準日（平成26年１月１
日）における平成26年１月
分の児童手当（特例給付
を含む。）受給状況に係る
証明書を交付

② 公務員統一申請書様式を
交付

③ 住所地の市町村への申請
を随時勧奨

児童手当
受給状況
証明書

公務員統一
申請書

支給対象となり得る職員
・申請書記入
・証明書を必ず添付

市町村
（平成26年１月１日時点の住所地）

申請

証明書により子育て世帯臨時
特例給付金の支給対象となり
得る者であることを確認

平成25年の所得の状況等を確
認
→ 児童手当所得制限額未満等（※）

であれば支給（申請書に記載され
ている金融機関等へ支払）

※市町村民税（均等割）が課税されていない
場合は、臨時福祉給付金の支給対象

※当該職員が平成26年度分の市町村民税（均等割）が課税されない者である場合
は、「臨時福祉給付金」の対象となることに注意！

市町村ごとに申請受付開始
日が異なる

申請期限は受付開始日から
３か月が基本

【参考】 所属庁による証明書等の交付・申請勧奨～市町村への申請までの流れ


